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女子差別撤廃条約選択議定書の批准に向けた環境整備を求める意見書（案） 

 

 １９７９年の国連総会において、「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃

に関する条約」（女子差別撤廃条約）が採択された。本条約では、「女子に対す

る差別」を定義し、条約締結国に対し、政治的及び公的活動、並びに経済的及

び社会的活動における差別の撤廃のために適切な措置をとることを求めてお

り、日本は１９８５年に批准している。 

 １９９９年には、本条約の実効性を確保するため、個人通報制度と調査制度

を定める「女子差別撤廃条約選択議定書」が国連総会で採択された。これらの

制度は、同条約で保障された人権を侵害された者が、裁判など国内の救済手続

きを尽くしても解決に至らなかった場合に、条約機関（女子差別撤廃委員会）

に申し立てができるもので、同機関はこれを受けて調査や審議を行い、必要に

応じて締結国に対する勧告や見解を出すというしくみである。 

 ２０２１年現在、条約締結国１８９か国中１１４か国がこの「選択議定書」

を批准する中で、日本は未だ批准に至っていない。 

 また、男女格差を測る「ジェンダーギャップ指数２０２１」において日本は

１５６か国中１２０位、Ｇ７では昨年に引き続き最下位であり、我が国は世界

的にもジェンダー平等の取組の強化が遅れているといえる。 

 よって、本市議会は国に対し、男女平等社会の実現のために、女子差別撤廃

条約選択議定書の批准に向けて、国内の司法制度の課題等が早期に解決される

よう環境整備を進めることを要望する。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和３年１２月２３日 

                大 阪 府 柏 原 市 議 会 


